
第１号様式（第７条関係）

川崎市がんばるものづくり企業応援補助金交付申請書

【経営改善事業】

平成●●年●●月●●日

（あて先）川 崎 市 長 

本 店 所 在 地 川崎市川崎区▲▲町○番地

企 業 名 株式会社

代表者職・氏名 代表取締役 川崎 一子

事 業 実 施 場 所 川崎市幸区××町○番地

〔連絡担当者〕 氏 名 川崎 一美

所 属 ・ 職 名 技術部 部長

電 話 番 号 ０４４－＊＊＊－＊＊＊＊

メールアドレス @ .co.jp

川崎市がんばるものづくり企業応援補助金交付要綱第７条の規定により，次のとおり申請します。

対 象 事 業

   □ 生産工程向上 □ 人材育成

□ ＢＣＰ策定       事業承継

補 助 対 象 経 費 811,200円（税別）

補 助 申 請 額 405,000円

補助対象経費内訳 ・専門家謝礼： 株価算定・事業承継計画策定    500,000 円 

・研修受講料： 後継者経営セミナー受講        311,200 円 

合計                              811,200 円 

◆企業概要

事 業 内 容 金属部品加工 資 本 金
10,000千円

（大企業の出資割合  0％）

従 業 員 数 １０名 創業年月 1982年 10月

印
代表 

者 印

記載例 

事業を実施する川崎市内の事
業所の所在地を記入 

補助対象経費の定義は、「公募要領５．補助
対象経費」の表を参照のうえ、記入する 

代表者役職名・氏名を記入し、
“代表者印”を押印 

本申請書について問い合わせ
をする際の窓口担当者を記入 

・補助対象経費の内訳を記入 
・費目名は「公募要領５．補助
対象経費」の表から選択 
・項目が多い場合は別紙に記載 

補助対象経費の１／２の額 且つ最大 50 万円を
超えない額を記入（千円未満の端数切り捨て） 

常時雇用者数が20名以下の製造業者もしくは
5名以下の情報通信業者のみ応募可能 



第３号様式（第７条関係） 

事 業 計 画 書 

事 業 名 親族への事業承継計画策定と後継者教育

事業実施に至る

経 緯 （ 課 題 ）

弊社代表が 60歳となったことを期に事業承継を進めていく。後継者

は、代表の長男で弊社に入社して工場長を務めているが、金融機関へ

の対応など経営面には関与しておらず、経営者としての意識付けが必

要となっている。

 そこで、今後 10年に渡っての事業承継計画を策定し、事業承継を具

体的に進めていく。実行に当たっては、弊社では代表が株式の 100%を

保有しているため、株式の移動のための株価算定も進める。加えて、

後継者の意識付け強化のため、後継者のための経営者セミナーに参加

する。

事 業 概 要

（事業計画の内容）

１）株価算定 

・弊社の税務顧問である 税理士に依頼して、弊社の現状の株価を算定

する。また、その結果を基に株式の移動の進め方についてのレクチャーを

受ける。 

２）事業承継計画策定 

・事業承継に経験豊富な コンサルティングに依頼して、代表と後継者の

方針のすり合わせ、業務引き継ぎなどを検討して、承継計画を策定してい

く。 

３）後継者の経営者セミナー参加 

・後継者の意識付け強化と経営的知識習得のため、 にて実施している

10 回の研修型の経営者セミナーに参加する。

（事業実施に関わる経費）

１）株価算定 

株価算定料（200,000 円） 

２）事業承継計画策定 

コンサルティング料（300,000 円） 

（対象外経費：代表及び後継者の社内人件費（6,000 円／時×40 時間））

３）後継者の経営者セミナー参加 

セミナー受講費（311,200 円） 

事業スケジュール

１）株価算定  7～8月 

２）事業承継計画策定 9～2月 

３）後継者の経営者セミナー参加 9～3月

事業実施により期

待 さ れ る 効 果

（ 成 果 目 標 ）

取引先のＡ社からは、継続的な供給責任を果たせるかを問われており、

事業承継計画を策定することが急務となっていた。本事業により、Ａ社に対

しての明確な回答ができ、取引継続に結びつけることができる。 

弊社ではトップ営業が中心となっており、現代表が窓口となっていた取引

先が全体の 5 割近くとなっている。そのため後継者を早期に決めることで、

対外的な会社の窓口機能がバックアップされ経営の安定化につながる。

 書ききれない場合は別紙にご記入ください。 

内容は箇条書きにして、費用とスケジュール
の対応がつくように番号を振る 


